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90 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第12号 2008年3月
128の研究所 ･研究センターを抱えている｡その
なかの一つは計算技術研究所がある｡80年代に
入り､全国の科学技術体制を改革する政府案が発
動されると､国立研究機関は基礎研究と応用研究
にわけて予算を編成することになる｡応用研究に
属する研究機関に対し政府は予算を減らし､産 ･
学連携､技術移転などによる自主的経費を確保さ
せるという政策を出したCこれは､一院両制とい
う二つの政府機関制度と繋がっていくものである｡
レノボは科学者たちの創業だが企業を高成長に成
し遂げた独自の人材育成システムを究明する｡
第4章は､新企業制度の政府の考えと企業側の
変革をそれぞれ分析する｡企業制度の建設に着手
し国有企業改革の中心であった自由権､利益など
の調整政策を所有権政策に変わる新制度の策定に
変わらなければならない｡政府はミクロ経済と基
礎生産の関係を変革し社会主義の市場経済で現代
企業制度を作ろうとする｡それに対し､企業は独
自の企業制度を形成しなければならない｡企業に
とって企業制度が目に見えない形に存在しており､
それらを研究するためには企業制度を反映する企
業文化を取り上げる｡ハイアールとレノボの事例
研究を通じて､国有企業の新企業制度の形成をま
とめる｡
最後に､国有企業に解決しきれない所有権の問題
について､課題として今後政府の政策転換する際
に企業はどうするべきかと提起する｡
